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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成12年
  ４月１日
至 平成12年
  ９月30日

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ３月31日 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成14年
  ３月31日

売上高 (百万円) 701,669 656,367 593,114 1,497,641 1,349,528

経常損益 (百万円) 4,403 △9,716 19,620 23,626 748

中間(当期)純損益 (百万円) 3,661 △18,207 8,585 5,836 △104,720

純資産額 (百万円) 357,767 318,462 276,709 368,116 274,432

総資産額 (百万円) 2,745,664 2,669,057 2,269,946 2,733,114 2,433,431

１株当たり純資産額 (円) 98.51 87.68 76.19 101.36 75.56

１株当たり中間 
(当期)純損益 

(円) 1.01 △5.01 2.36 1.61 △28.83

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.0 11.9 12.2 13.5 11.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 64,619 53,298 61,356 158,721 18,478

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 49,698 △1,826 47,234 9,982 39,633

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △66,156 23,972 △87,084 △142,602 △89,466

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 121,307 176,428 88,394 101,092 70,390

従業員数 (人) 38,267 34,771 28,472 37,073 29,922

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 金額の△は損失を示す。 

３ 第80期中から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 転換社債を発行しているが、第79期中、第79期については中間(当期)純損失を計上しているため、また、

第78期中、第78期、第80期中については１株当たり中間(当期)純利益が減少しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示している。また、平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であ

るので記載していない。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成12年
  ４月１日
至 平成12年
  ９月30日

自 平成13年
  ４月１日
至 平成13年
  ９月30日

自 平成14年
  ４月１日
至 平成14年
  ９月30日

自 平成12年 
  ４月１日 
至 平成13年 
  ３月31日 

自 平成13年
  ４月１日
至 平成14年
  ３月31日

売上高 (百万円) 410,686 378,932 345,721 862,205 772,870

経常損益 (百万円) 2,223 △9,940 12,079 12,975 1,007

中間(当期)純損益 (百万円) 5,525 △20,168 5,582 5,948 △119,427

資本金 (百万円) 237,922 237,922 237,922 237,922 237,922

発行済株式総数 (千株) 3,632,273 3,632,273 3,632,273 3,632,273 3,632,273

純資産額 (百万円) 456,147 393,175 320,361 442,387 315,310

総資産額 (百万円) 1,953,098 1,917,866 1,621,092 1,957,584 1,680,236

１株当たり純資産額 (円) 125.58 108.24 88.21 121.79 86.81

１株当たり中間 
(当期)純損益 

(円) 1.52 △5.55 1.54 1.64 △32.88

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.4 20.5 19.8 22.6 18.8

従業員数 (人) 12,279 10,805 8,333 11,652 8,370

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 金額の△は損失を示す。 

３ 第80期中から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 

企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用している。 

４ 転換社債を発行しているが、第79期中、第79期については中間(当期)純損失を計上しているため、また、

第78期中、第78期、第80期中については１株当たり中間(当期)純利益が減少しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間(当期)純利益を記載していない。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示している。また、平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であ

るので記載していない。 

６ 提出会社の経営指標等については、第79期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１

株当たり純資産額及び１株当たり中間(当期)純損益の各数値は発行済株式数から自己株式数を控除して

計算している。 
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はない。 

 

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに持分法適用の関連会社となった。 

関係内容 
会社名 住所 資本金 

主要な事業
の内容 

議決権に
対する 
所有割合

役員の
兼務等

事業上の関係 

（持分法適用 
関連会社） 

 
日鐵住金溶接 
工業㈱ 
 

 
 
 
東京都 
中央区 
 

 
 
(百万円) 
2,100 
 
 

 
 
 
鉄鋼 
 
 

 
 
％ 
33.4 
(33.4) 
 

 
 
 
なし 
 
 

 
 当社の関係会社である住金溶
接工業㈱と日鐵溶接工業㈱が、
各々の溶接材料事業を分離し設
立した会社である。 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 

また、当中間連結会計期間において住金石英㈱及び住金ケミカル㈱を連結子会社から、Ｌ－Ｓエレ

クトロガルバナイジングを持分法の適用範囲からそれぞれ除外した。持分法適用の非連結子会社であ

ったシーモアチュービングは連結子会社に、連結子会社であった住友精密工業㈱は持分法適用の関連

会社となった。なお、三菱住友シリコン㈱については、同社の中間連結財務諸表に基づき持分法を適

用している。 

また、本年１１月に、当社の連結子会社である㈱住友金属システムソリューションズの事業を平成

１５年１月をもってキヤノン販売㈱に譲渡することに合意した。 

 

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成14年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

鉄鋼 21,003 

エンジニアリング 908 

エレクトロニクス・情報サービス 4,337 

その他 2,224 

合計 28,472 

(注) 従業員数は就業人員である。臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるので記載していない。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成14年９月30日現在 

従業員数(人) 8,333 

(注) 従業員数は就業人員である。臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるので記載していない。 
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(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特に記載すべき事項はない。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費の低迷、株価の下落、米国経済の先行

きに対する不安感の増大など、引き続き厳しい環境で推移した。 

     鉄鋼業界においては、国内需要が低迷する中、市場改善に向け減産強化による大幅な国内在

庫の削減を進め、９月末にはほぼ適正在庫水準となった。一方、アジア向けを中心に高水準の

輸出が継続し、販売価格についても改善に向かった。 

  こうした環境下、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、昨年４月に策

定した「変革と再生」実行プランに沿って、鉄鋼事業の競争力強化、資産圧縮などの諸施策を

グループの総力を挙げて推進している。 

  また、本年４月に社内カンパニー制により、各事業領域における製造・販売が一貫した業務

執行体制を構築した。 

  当中間連結会計期間の業績は、収益改善に向けたコスト削減、鋼材価格の是正などに積極的

に取り組んだ結果、大幅な改善を果たした。売上高は、シリコンウエーハ事業の営業譲渡によ

り、前年同期に対し632億円減少し5,931億円となったが、営業利益は前年同期に対し108億円改

善し270億円となった。経常利益は、前年同期に対し293億円改善し196億円となった。中間純利

益については、前年同期に対し267億円改善し85億円となった。 

       

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 

① 鉄鋼事業 

鉄鋼事業については、鋼板・建材カンパニーにおいて、鋼板事業の競争力強化を目指して、 

本年５月、主力製鉄所である鹿島製鉄所の新第１高炉の建設に着手した。一方、和歌山製鉄所

では、薄板生産体制の構造改革の一環として、台湾の中國鋼鐵（ＣＳＣ）グループ向けに四半

期毎に１５万トンのスラブ供給を開始した。また、鋼管カンパニーにおいては、シームレスパ

イプの価格是正及び大径鋼管の拡販等に努め、大幅に収益が改善した。交通産機品カンパニー

においても、高い技術力・技術開発力を基盤とした高付加価値製品を生産し、当社収益に安定

的に貢献した。以上の結果、売上高は前年同期に対し55億円減少し4,698億円となったものの、

営業利益は前年同期に対し91億円改善し273億円となった。 

 

② エンジニアリング事業 

エンジニアリング事業については、建設・エネルギー・環境の３分野に主軸を置き積極的な

受注に努め、建設分野において、当社が開発した鋼・コンクリート合成構造のトンネル覆工材

が建設工事に採用された。売上高は前年同期に対し38億円増加し311億円、営業利益は季節要因

により上半期の売上高が少ないことなどから8億円の損失となった。 
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③ エレクロトニクス・情報サービス事業 

エレクロトニクス・情報サービス事業については、住金石英株式会社と住金セラミックス株

式会社の合併を実施するなど、コスト競争力・経営体質の強化に努めた。売上高はシリコンウ

エーハ事業統合の影響で前年同期に対し460億円減少し421億円、営業利益は前年同期に対し41

億円改善し2億円の損失となった。 

     

④ その他 

その他の事業については、連結範囲の変動影響などにより、売上高は前年同期に対し204億円 

減少し623億円、営業利益は前年同期に対し19億円減少し21億円となった。 

 

（注）当中間連結会計期間に導入した社内カンパニー制に基づく新たな業務執行体制に対応し、事業

区分の変更を行っている。事業の種類別セグメントの業績については、当中間連結会計期間の

事業区分によった場合の前中間連結会計期間との対比で記載している。 

 

 

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、

当社グループ（当社及び連結子会社）が一丸となって収益改善ならびに資産圧縮を強力に推進 

 した結果、営業活動により613億円、投資活動において472億円のキャッシュ・フローを確保す 

る一方、借入残高圧縮等に努めた結果、前連結会計年度末に対し180億円増加し883億円となっ 

た。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は613億円（前中間連結会計期間に 

 対し80億円の増加）となった。これは、「(1)業績」で記載したとおりグループ一丸となった 

収益改善により、税金等調整前中間純利益が150億円となったことなどによるものである。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の増加は472億円（前中間連結会計期間に 

 対し490億円の増加）となった。これは、グループを挙げて資産圧縮に取り組み、投資有価証 

券及び固定資産の売却収入が増加したことなどによるものである。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、870億円（前中間連結会計期 

 間に対し1,110億円の減少）となった。これは借入残高を圧縮したことなどによるものである。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 
 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％) 

鉄鋼 470,330 △1.0 

エンジニアリング 31,467 15.0 

エレクトロニクス・情報サービス 40,816 △53.6 

その他 56,207 △19.0 

合計 598,822 △9.2 

(注) １ 金額は、販売価格による。 

２ 当中間連結会計期間より、事業区分の変更を行っている。 

なお、前中間連結会計期間分を変更後の区分により修正して前年同期比増減を記載している。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

 

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 
 

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比増減(％) 受注残高(百万円) 前年同期比増減(％)

鉄鋼 454,249 2.9 130,719 2.6 

エンジニアリング 32,014 △4.3 69,431 △13.7 

エレクトロニクス・情報サー
ビス 

40,499 △53.7 5,640 △24.5 

その他 55,671 △18.9 － △100.0 

合計 582,434 △7.7 205,791 △12.0 

(注) １ 当中間連結会計期間より、事業区分の変更を行っている。 

  なお、前中間連結会計期間分を変更後の区分により修正して前年同期比増減を記載している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
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(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

る。 
 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比増減(％)

鉄鋼 465,847 △1.4 

エンジニアリング 31,167 14.5 

エレクトロニクス・情報サービス 40,427 △53.9 

その他 55,671 △19.3 

合計 593,114 △9.6 

(注) １ 当中間連結会計期間より、事業区分の変更を行っている。 

なお、前中間連結会計期間分を変更後の区分により修正して前年同期比増減を記載している。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 
 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
相手先 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

住友商事㈱ 239,670 36.5 221,288 37.3 

住金物産㈱ 75,989 11.6 78,948 13.3 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 
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３ 【対処すべき課題】 

当社は、昨年４月に策定した「変革と再生」実行プランに基き、出向者移籍施策の実施等による

固定費の削減、資産圧縮の推進等による借入残高の削減等の諸施策を実施することにより企業体質

の強化と収益改善に取り組んできた。 

当社は、さらに磐石な経営体制を確立するため、今般、『中期経営計画（2002年度～2005年

度）』を策定し、より一層効率的な鉄鋼事業体制の構築、財務基盤の抜本的な改善を図ることとし

た。 

 

（『中期経営計画』により目指すもの） 

世界の鉄鋼需要は、中国をはじめとするアジア諸国を中心として今後も着実な増加が見込まれる。

しかしながら、国内需要家の海外シフト等により中長期的には日本国内の鉄鋼需要は漸減していく

ものと見込んでいる。 

一方、需要家業界における世界規模での統合・再編の進展、鉄鉱石サプライヤーの統合など、当

社を取り巻く事業環境は激変を続けている。 

当社は、このような需要見込み、環境変化の中にあっては、さらに製品競争力を高め、顧客評価

ＮＯ．１を実現するとともに、高収益体質を確立するための事業基盤の強化が必要と認識している。 

そのために本計画では、 

 

（１） 鉄鋼事業の抜本的な構造改革と競争力強化 

（２） 財務基盤の強化 

              （連結ベース） 

・ 借入残高          １兆円以下 

・ ＲＯＡ           ５％以上 

・ 株主資本比率       ２０％以上 

 

の実現を図っていく。 

 

事業分野別には、当社固有の鉄鋼事業である交通産機品事業及び鋼管事業においては既に安定的

な収益体質を確立した。 

鋼板事業分野については、本計画において設備集約を図り、世界最高水準のコスト競争力を有す

る事業体制を構築していく。 

その結果、当社の鉄鋼事業はキャッシュフロー創出力が高い事業の集合体となる。 

また、当社企業グループ全般にわたって、経営資源を鉄鋼事業に集中することにより、資産効率

の向上と連結借入残高の大幅削減を図っていく。さらに早期に資本を充実することにより、財務構

造の改善を図っていく。 
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（具体的施策） 

（１）鉄鋼事業の抜本的な構造改革と競争力強化 

①薄板量産品の鹿島製鉄所への集中／和歌山製鉄所での薄板高級品への特化により効率的な薄板生

産体制を整え、世界一級の鋼板事業を確立 

・和歌山製鉄所の熱延ミルとタンデム冷延ミルを休止（2004年度末）し、薄板量産品を鹿島製鉄

所に集中 

鹿島製鉄所で吸収できない熱延鋼板は新日本製鐵(株)及び(株)神戸製鋼所に供給を委託 

・鹿島製鉄所 新第１高炉の稼動（2004年度央）に合わせ、上工程から下工程まで一貫したフル

操業体制を確立し、世界最強の競争力を実現 

・和歌山製鉄所 レバース冷延ミル・連続メッキミル・電磁鋼板製造ラインで引き続き薄板高級

品を製造 

 

②和歌山製鉄所 上工程のフル操業化 

・中國鋼鐵（ＣＳＣ）グループへのスラブ長期安定供給により 

和歌山製鉄所 上工程のフル操業体制を確立 

（現状のスラブ供給契約600千トン/年から1,800千トン程度/年へ） 

そのために、上工程の共同事業化について中國鋼鐵（ＣＳＣ）と協議を開始 

 

 

 

③ステンレス事業の統合 

・新日本製鐵(株)との新会社設立による事業統合を実施（2003/10月） 

 

④新日本製鐵(株)と近隣製鉄所間・原料／資機材購買及び物流面等での相互協力 

 

⑤(株)神戸製鋼所とチタン事業・原料／資機材購買及び物流面等での相互協力 

 

新日本製鐵(株)、(株)神戸製鋼所との相互出資 

・営業・研究開発は当社の独自性を保ちつつ、国際マーケットにおける競争力の一層の向上を図

るため、新日本製鐵(株)<約５０億円程度>、(株)神戸製鋼所<約３０億円程度>と相互出資を実

施 

・各社の事業効率向上に資するため３社間提携検討委員会を設置 
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（２）財務基盤の強化 

①連結借入残高１兆円以下 

・鉄鋼事業への経営資源の集中（グループ事業の大幅な絞込み） 

・非効率資産（不動産、有価証券等）の売却 

により、連結借入残高を、2001年度末 16,487億円から約6,600億円削減し、  

 

 

 

②株主資本比率の向上 

・フロー収益の確保 ＲＯＡ５％以上 

・資産圧縮 

・財務体質の早期改善‥‥‥第三者割当増資〈500億円規模〉の実施による資本の充実 

により、株主資本比率を、2001年度末 11.3％から 約11％改善し、 

 

 

 

 

（中期経営計画における財務目標） 

＜連結＞                                 （単位：億円） 

 ２００５年度  ２００４年度  (参考)２００１年度

売上高 １０，０００  １３，４９６

営業利益 ９４０   ４００

総資産営業利益率（ＲＯＡ） ５％   １．５％

経常利益 ７００   ７

総資産 １８，５００ ２４，３３４

 借入残高 ９，９００ １０，９００  １６，４８７

 株主資本 ４，１５０ ３，７５０  ２，７４４

株主資本比率 ２２％ ２０％  １１．３％

Ｄ／Ｅレシオ ２．４倍 ３倍以下  ６．０倍

 

   全国粗鋼  95 百万トン

        115 円／ドル
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＜単独＞                                 （単位：億円） 

 ２００５年度  ２００４年度  (参考)２００１年度

売上高 ６，２００ ７，７２８

営業利益 ７００ ３２４

総資産営業利益率（ＲＯＡ） ５．１％ １．８％

経常利益 ５００ １０

総資産 １３,５００ １６，８０２

 借入残高 ６，９００ ７，６００  １１，２３３

 株主資本 ４，３２０ ４，１００  ３，１５３

株主資本比率 ３２％ ２９％  １８．８％

Ｄ／Ｅレシオ １．６倍 ２倍以下  ３．６倍

 

 

（結び） 

当社は、本計画に従い効率的な鉄鋼事業体制を構築し、財務基盤を強化していく。 

さらに、これらの事業基盤強化を背景として、今後、世界的に増加が見込まれるエネルギー需

要、自動車生産などに対応するため、これまで取り組んできた技術提携、海外事業展開などを一

層積極的に推進するとともに、国内においてはＩＰＰ事業を2007年度に営業開始するなど、住友

金属グループの収益力の強化と将来の飛躍を目指していく。 

当社は、激変する事業環境への的確な対応及び高収益を安定的に確保できる企業体質の構築を

通じて、株主、顧客、サプライヤー、地域社会、従業員など様々なステークホルダーの満足を得

られる企業となるために全力を尽くしていく。 
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４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりである。 

契約会社 相手会社 契約内容 契約期限 

当社 新日本製鐵株式会社 ステンレス事業の統合に関する基本
覚書 

平成14年６月13日から 
平成19年６月13日まで 

 

なお、平成14年10月１日以降、新たに締結した重要な契約は次のとおりである。 

契約会社 相手会社 契約内容 契約期限 

当社 新日本製鐵株式会社 熱延鋼板供給協力及び出資等に関す
る協定 

平成14年11月14日から 
平成19年11月14日まで 
但し、一部条項については、
平成22年３月31日まで 

当社 株式会社神戸製鋼所 熱延鋼板調達協力等の連携及び出資
等に関する協定 

平成14年11月14日から 
平成19年11月14日まで 
但し、一部条項については、
平成22年３月31日まで 

当社 新日本製鐵株式会社 
株式会社神戸製鋼所 

各社の事業効率化に関する提携検討
覚書 

平成14年11月14日から 
平成19年11月14日まで 
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５ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、不断の技術開発が競争力の基本であると位置付け、本年

４月に導入した社内カンパニー制のもと、各事業領域において製造・販売・技術部門が連携を取りな

がら、顧客ニーズに対応した新製品や製品高品質化技術、コスト競争力強化のための製造プロセス技

術の開発を推進している。研究開発を進めるに当たっては将来を見据えた中長期的課題や基礎的課題

にも積極的に取り組み、常に技術力の向上を図っている。 

研究活動は、全社研究機能を有する当社総合技術研究所での基礎・基盤研究や鉄鋼研究をはじめ、

エンジニアリング、エレクトロニクスの事業グループで各分野の研究を行っている。実用化に当たっ

ては、総合技術研究所、各製造所、グループ各社との間で密接に連携して実機試験を行い、総合力発

揮に努めている。 

また、環境調和型社会の実現に貢献することが企業の使命であると捉え、製鉄プロセスにおける環

境対策、省エネルギー対策の技術開発を進めるとともに、環境負荷を低減する鉄鋼製品の提供や、鉄

鋼事業で培った環境保全、省エネルギー、リサイクル技術の環境プラント事業への展開など積極的に

取り組んでいる。 

さらに、昨年４月に策定した「変革と再生」実行プランの重要目標である「顧客評価NO.1の実現」

に向けて当社総合技術研究所に併設したカスタマーアプリケーションセンタ（ＳＭＩＣＡＴ）は、当

社グループがこれまで培ってきた最先端の加工、評価、数値解析、環境リサイクル技術を活かし、顧

客での商品開発や品質改善における課題に対し、最適なソリューションを迅速に提供している。ＳＭ

ＩＣＡＴ機能を強化するべく、参加企業の技術ネットワークを拡大するとともに、当社総合技術研究

所における鋼材利用技術の研究開発に一層注力し充実を図っている。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は６８億円である。 

 

(1) 鉄鋼事業 

当社グループの中核事業として一層の競争力強化を目指し、顧客ニーズと社会ニーズに対応した商

品開発や、一層のコスト削減に向けた製造プロセス開発に取り組んでいる。 

新商品や商品利用技術開発の取り組みとしては、特に環境配慮型商品や省エネルギーにつながる

軽量化対応商品・利用技術の開発に注力している。 

環境配慮型商品としては、鋼板分野において、昨年、全品種へ対応が完了したクロムフリー表面

処理鋼板「ＮＥＯコート」シリーズを積極的に客先展開したほか、改正省エネ法規制の対象となる

家電製品の効率化に対応し、顧客との共同研究も含め家電用高効率電磁鋼板の開発を完了した。さ

らに、クランクシャフトを含めた各種部品用の鉛フリー快削鋼などを開発・実用化し、海外への技

術供与も実施した。ステンレス分野では、環境ホルモン対応として各種の高濃度塩化物食品タンク

用途に高耐食ＤＰ－３Ｗ鋼板を開発、実用化した。また、ＬＮＧタンカー用として開発したインバ

ー鋼は、大型タンカーに初採用され、建造が進んでいる。また、鋼管分野では、地球に優しいクリ

ーンエネルギーである天然ガスの開発用として、より厳しい腐食環境のガス井戸に使用される超高

級高合金油井管の技術開発を進めている。 
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省エネルギーにつながる軽量化対応商品の開発としては、地球環境問題から社会的関心が高い自

動車用鋼材に関して、自動車の軽量化・安全対策に欠かすことの出来ない超ハイテン鋼板（抗張力

８０Ｋ以上）の利用技術を含めた技術開発を進めている。また、ステンレス分野では、ＳＵＬＥＶ

(Super Ultra Low Emission Vehicle)仕様に適合するための低熱容量化を可能とした耐熱・耐酸化

薄肉エキマニ材ＡＨ－４、エンジン効率の向上を実現した高強度ガスケット材３０１Ｌ ＨＳ１など

を開発、実用化した。さらに、最新鋭５千トンプレスラインを活用してエンジンコンパクト化を実

現する鍛鋼製クランクシャフトを開発し、拡販を推進している。 

利用技術の開発としては、鋼板・鋼管分野において、自動車車体の軽量化と強度向上及び部品コ

ストの削減を可能とするハイドロフォーミングやテーラードブランクなどの特色ある鋼材加工技術

の開発にも取り組んでおり、ＳＭＩＣＡＴを通じて顧客への鋼材利用提案を積極的に実施している。

また、これら加工技術開発で得られた設備設計・使用ノウハウを活用して、テーラードブランク接

合機の外販などエンジニアリング事業への展開も図っている。さらに、高速落錘試験機を業界に先

駆けて導入し、実部材の吸収エネルギー測定により自動車ボディーの衝突安全設計に貢献した。同

じく業界に先駆けて金属疲労によるき裂進展速度を従来より半減させた高張力厚鋼板「ＦＣＡ鋼」の

利用技術開発を進め、本年度ＬＰＧ船用として実用化に成功した。母材特性そのもので疲労き裂を制

御できる材料として、世界で初めての試みとなった。 

その他の高機能商品として、被削性と強度・靭性ともに優れた新型プラスチック金型鋼「ＳＤ１

８」や従来品の１．５倍の面圧に対応できるすべり部材によりコンパクトな新型免震装置「弾性すべ

り支承」を開発した。また、自動車鋼板のプレス作業性向上やグレードダウンによるコスト削減に寄

与する高成形性合金化溶融メッキ（ＧＡ－Ｖ）を実用化するとともに、工程省略やプレス油省略を可

能とする潤滑鋼板を開発した。さらに、プレコート鋼板の機能を格段に向上させた高白色型ハイコー

トや放熱ハイコートの実用化、発熱時の耐軟化性・靭性・耐食性に優れた自転車ディスクブレーキ用

ステンレス鋼を実用化した。また、㈱住友金属直江津では、表面に銅メッキ層を有する加熱効率に優

れた３層クラッド材を開発し、高級IH炊飯器用内鍋として実用化した。 

製銑・製鋼工程においては、㈱住友金属小倉の新高炉安定立上を達成するとともに、当社鹿島製鉄

所で計画中の新高炉を対象に長寿命化を目的とした新技術の開発を推進中である。また、当社和歌山

製鉄所製鋼工場と当社鹿島製鉄所製鋼工場の新鋭設備の効果拡大に向けた技術開発を進めている。 

当事業に係る研究開発費は６１億円である。 

 

(2) エンジニアリング事業 

鉄鋼事業で培った鋼構造技術・設備技術を生かし、土木橋梁分野、エネルギー分野、さらに環境

分野の独自商品開発に取り組んでいる。 

土木橋梁分野においては、耐候性橋梁のさび安定化促進処理「ウェザーアクト処理」の改良及び

鉄道、道路等の大断面シールドに向けての「合成セグメント用ボルトレス継手」の開発を実施した。 

エネルギー分野においては、塗膜探査システムや現地管厚測定システム等の維持管理分野の開発

を継続するとともに、新規にパイプラインの工事高能率化や高度化に対応するための高速溶接技術

の開発や高グレード導管材料の開発に着手した。 
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環境分野においては、ダイオキシンの発生を大幅に低減する究極のゼロエミッションシステムで

ある住友金属式シャフト炉型直接ガス化溶融技術において、ＡＳＲ（カーシュレッダーダスト）、

アスベスト、ならびに医療系廃棄物等の難処理産業廃棄物を完全無害化し、再資源化できる技術を

開発した。また世界で初めて臭素系ダイオキシンの無害化と同時に臭素を回収する技術の開発に着

手した。 

当事業に係る研究開発費は１億円である。 

 

(3) エレクトロニクス・情報サービス事業 

エレクトロニクス分野については、得意とする無機材料技術を活かした素材・部品分野に重点を

置いた開発を進めている。㈱住友金属エレクトロデバイスの高周波パッケージ、環境に配慮した鉛

フリーの低温焼成セラミックス基板（ＬＴＣＣ）、その基板を使った高周波モジュール等をはじめ、

半導体業界向けのセラミックス材料や石英材料、今後市場拡大が期待されるプロジェクター向けＴ

ＦＴ液晶用合成石英、高性能磁石材料、新しい電池材料等の研究開発を当社総合技術研究所を中心

にグループ各社と連携して行っており、それぞれの分野で高い評価を得ている。 

当事業に係る研究開発費は３億円である。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 
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２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において計画中であった㈱住友金属小倉（国内子会社）本社・製造所の第２高

炉改修工事については、平成14年４月に完了した。 

(2) 当中間連結会計期間において、新たに重要な設備の新設、除却等の計画が確定したものはない。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 4,940,864,000

計 4,940,864,000

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成14年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 
(平成14年12月16日)

上場証券取引所名 内容 

普通株式 3,632,272,511 同左 

東京証券取引所 
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部) 
名古屋証券取引所
(市場第一部) 
福岡証券取引所 
札幌証券取引所 

― 

計 3,632,272,511 同左 ― ― 

(注) 平成14年12月１日からこの半期報告書提出日までの転換社債の転換により発行する株式数は含まれていな

い。 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる転換社債の残高等

は次のとおりである。 

第３回無担保転換社債(平成元年４月10日発行) 

 
中間会計期間末現在 
(平成14年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成14年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 69,312 69,312

転換価格(円) 825.3 825.3

資本組入額(円) 413 413

 

第２回２号無担保転換社債(平成７年11月７日発行) 

 
中間会計期間末現在 
(平成14年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成14年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 4,857 4,857

転換価格(円) 202.5 202.5

資本組入額(円) 102 102
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
 
(百万円) 

資本金残高 
 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 
(百万円) 

平成14年４月１日～ 
平成14年９月30日 

― 3,632,273 ― 237,922 △101,686 37,734

(注) 資本準備金の増減額は、平成14年６月27日開催の第79期定時株主総会決議に基づき、欠損を填補したもので

ある。 

 

(4) 【大株主の状況】 

平成14年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４丁目５番33号 122,481 3.37

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 120,360 3.31

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18番24号 117,440 3.23

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目２番２号 116,953 3.22

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 88,005 2.42

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 77,987 2.15

太陽生命保険相互会社 東京都中央区日本橋２丁目11番２号 64,297 1.77

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 51,173 1.41

株式会社新生銀行 東京都千代田区内幸町２丁目１番８号 43,342 1.19

三井アセット信託銀行株式会社 東京都港区芝３丁目23番１号 40,712 1.12

計 ― 842,750 23.19

(注) 住友信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社及び三井アセット信託銀行株式会社の信託業務に係る株式数は、当社として把握することができない。 
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成14年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    3,852,000 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  3,603,572,000 3,598,113 ― 

単元未満株式 普通株式    24,848,511 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 3,632,272,511 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,598,113 ― 

(注)  「完全議決権株式(その他)」欄には証券保管振替機構名義の株式が5,422,000株含まれている。また、

「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数5,422個は含まれていない。 

 

② 【自己株式等】 

平成14年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

当社 
大阪市中央区北浜 
４丁目５番33号 

419,000 ― 419,000 0.01

住金物産株式会社 
大阪市中央区本町 
３丁目６番２号 

2,374,000 ― 2,374,000 0.07

中央電気工業株式会社 
新潟県中頸城郡妙高高原町
大字田口272番地 

340,000 ― 340,000 0.01

和気耐火工業株式会社 
北九州市小倉北区浅野 
３丁目２番１号 

222,000 ― 222,000 0.01

四国鉱発株式会社 
高知県高知市仁井田 
4563番地１ 

136,000 ― 136,000 0.00

大阪鋼管株式会社 
長崎県佐世保市針尾北町 
813番地１ 

136,000 ― 136,000 
0.00

新報国製鉄株式会社 
埼玉県川越市新宿町５丁目
13番地１ 

115,000 ― 115,000 
0.00

共英製鋼株式会社 
大阪市北区堂島浜 
１丁目４番16号 

100,000 ― 100,000 
0.00

関東特殊製鋼株式会社 
神奈川県藤沢市辻堂神台 
１丁目３番１号 

10,000 ― 10,000 
0.00

計 ― 3,852,000 ― 3,852,000 0.10

(注)   株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が36,000株及び株主名簿上は相互

保有株式に該当するが、実質的に所有していない株式が1,000株ある。なお、当該株式は上記「発行済株

式」の「完全議決権株式(その他)」に含めている。 
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２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 

月別 平成14年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 56 57 55 56 52 50

最低(円) 48 49 49 51 48 46

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

 

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づき作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき作成している。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づき作成している。 

なお、前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づき作成している。 

 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成

13年９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の中間連結

財務諸表並びに前中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)及び当中間会計期間(平

成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間監査を

受けている。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

 

  
前中間連結会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２  170,061 87,967  67,785

２ 受取手形及び売掛金 
※２
※５

 285,051 218,122  275,361

３ 有価証券   7,405 613  3,173

４ 棚卸資産   360,963 317,618  329,004

５ その他   101,230 70,938  93,746

６ 貸倒引当金   △1,005 △984  △1,171

  流動資産合計   923,707 34.6 694,276 30.6  767,899 31.6

Ⅱ 固定資産    

(1) 有形固定資産 
※１
※２

  

１ 建物及び構築物  377,328 322,743 337,879 

２ 機械装置 
  及び運搬具 

 520,349 446,212 456,759 

３ 土地  320,995 354,303 357,983 

４ その他  79,753 1,298,426 52,802 1,176,062 71,022 1,223,644

(2) 無形固定資産 ※２  10,813 10,800  8,499

(3) 投資その他の資産    

１ 投資有価証券 ※２ 259,562 224,239 256,179 

２ その他  178,262 179,761 190,386 

３ 貸倒引当金  △2,618 435,206 △15,273 388,727 △14,049 432,516

  固定資産合計   1,744,447 65.4 1,575,590 69.4  1,664,660 68.4

Ⅲ 繰延資産   903 0.0 79 0.0  871 0.0

  資産合計   2,669,057 100.0 2,269,946 100.0  2,433,431 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金 
※２
※５

 203,590 163,581  185,302

２ 短期借入金 ※２  706,443 628,469  676,651

３ 一年内償還予定社債   ― 81,650  ―

４ その他   168,330 111,132  233,588

  流動負債合計   1,078,364 40.4 984,834 43.4  1,095,543 45.0

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   372,662 269,012  312,479

２ 長期借入金 ※２  712,264 576,344  590,175

３ 退職給付引当金   71,350 33,213  22,094

４ 特別修繕引当金   10,768 10,797  10,790

５ その他   58,546 84,367  76,430

  固定負債合計   1,225,591 46.0 973,735 42.9  1,011,970 41.6

  負債合計   2,303,956 86.4 1,958,569 86.3  2,107,513 86.6

    

(少数株主持分)    

少数株主持分   46,638 1.7 34,666 1.5  51,485 2.1

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   237,922 8.9 ― ―  237,922 9.8

Ⅱ 資本準備金   139,420 5.2 ― ―  139,420 5.7

Ⅲ 再評価差額金   5,077 0.2 ― ―  21,679 0.9

Ⅳ 欠損金   40,712 1.5 ― ―  127,580 5.2

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  △19,867 △0.8 ― ―  929 0.0

Ⅵ 為替換算調整勘定   △3,351 △0.1 ― ―  2,066 0.1

   318,489 11.9 ― ―  274,438 11.3

Ⅶ 自己株式   △0 △0.0 ― ―  △6 △0.0

Ⅷ 子会社の所有する 
  親会社株式 

  △26 △0.0 ― ―  ― ―

資本合計   318,462 11.9 ― ―  274,432 11.3

Ⅰ 資本金   ― ― 237,922 10.5  ― ―

Ⅱ 資本剰余金   ― ― 37,734 1.6  ― ―

Ⅲ 利益剰余金   ― ― △19,199 △0.8  ― ―

Ⅳ 土地再評価差額金   ― ― 20,634 0.9  ― ―

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 551 0.0  ― ―

Ⅵ 為替換算調整勘定   ― ― △912 △0.0  ― ―

Ⅶ 自己株式   ― ― △20 △0.0  ― ―

資本合計   ― ― 276,709 12.2  ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  2,669,057 100.0 2,269,946 100.0  2,433,431 100.0
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② 【中間連結損益計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   656,367 100.0 593,114 100.0  1,349,528 100.0

Ⅱ 売上原価   551,400 84.0 496,998 83.8  1,143,815 84.8

売上総利益   104,966 16.0 96,116 16.2  205,713 15.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 製品発送費  20,637 18,139 39,948 

２ 従業員給料手当  26,471 23,026 50,466 

３ 研究開発費  9,062 6,216 17,506 

４ その他  32,652 88,823 13.5 21,698 69,082 11.6 57,696 165,617 12.2

 営業利益   16,143 2.5 27,033 4.6  40,096 3.0

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  ― 1,251 ― 

２ 受取配当金  ― 1,600 ― 

３ 受取利息及び 
  受取配当金 

 3,637 ― 5,497 

４ 持分法による 
  投資利益 

 489 6,584 541 

５ 為替差益  ― 1,518 ― 

６ 出向者人件費戻入額  6,187 ― 7,125 

７ その他  3,066 13,380 2.0 1,069 12,023 2.0 15,519 28,683 2.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  15,141 12,341 28,185 

２ 出向者人件費  17,198 ― 18,170 

３ その他  6,899 39,240 6.0 7,096 19,437 3.3 21,675 68,031 5.0

 経常利益   ― ― 19,620 3.3  748 0.1

 経常損失   9,716 1.5 ― ―  ― ―

Ⅵ 特別利益    

１ 事業再編益 ※１ ― 4,859 ― 

２ 投資有価証券売却益  8,188 2,564 12,955 

３ 特別修繕引当金 
  取崩益 

※２ 26,866 ― 26,866 

４ 固定資産売却益 ※３ 396 ― 17,171 

５ シリコンウエーハ 
事業譲渡益 

 ― ― 24,854 

６ その他  237 35,688 5.4 80 7,504 1.3 1,925 83,772 6.2

Ⅶ 特別損失    

１ 退職給付引当金 
  繰入額 

※４ 5,914 3,515 24,768 

２ 投資有価証券売却損  ― 2,432 25,111 

３ 投資有価証券評価損  7,297 5,068 17,169 

４ 構造改革費用 ※５ 23,714 ― 121,507 

５ その他  49 36,976 5.6 1,095 12,112 2.1 1,131 189,689 14.1

税金等調整前中間 
純利益 

  ― ― 15,012 2.5  ― ―

税金等調整前中間 
(当期)純損失 

  11,004 1.7 ― ―  105,167 7.8

法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 6,665 5,560 4,895 

法人税等調整額  ― 6,665 1.0 ― 5,560 0.9 △5,367 △472 △0.0

少数株主利益   536 0.1 866 0.2  24 0.0

中間純利益   ― ― 8,585 1.4  ― ―

中間(当期)純損失   18,207 2.8 ― ―  104,720 7.8
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③ 【中間連結剰余金計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 
(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 欠損金期首残高  22,006 ―  22,006

Ⅱ 欠損金増加高    

１ 米国会計基準に基づく 
  包括損益 

※１ 71 ―  ― 

２ 役員賞与金  14 ―  14 

３ 連結除外等  412 498 ― ― 839 854

Ⅲ 中間(当期)純損失  18,207 ―  104,720

Ⅳ 欠損金中間期末(期末)残高  40,712 ―  127,580

(資本剰余金の部)    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    

資本準備金期首残高  ― ― 139,420 139,420 ― ―

Ⅱ 資本剰余金減少高    

資本準備金取崩による 
減少 

 ― ― 101,686 101,686 ― ―

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高  ― 37,734  ―

(利益剰余金の部)    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    

欠損金期首残高  ― ― 127,580 127,580 ― ―

Ⅱ 利益剰余金増加高    

１ 中間純利益  ― 8,585  ― 

２ 資本準備金取崩による 
増加 

 ― 101,686 110,271 ― 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

１ 役員賞与  ― 15  ― 

２ 連結除外等による減少  ― ― 1,875 1,890 ― ―

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  ― △19,199  ―
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純損益 

 △11,004 15,012 △105,167

減価償却費  61,550 46,230 123,302

受取利息及び受取配当金  △3,637 △2,851 △5,497

支払利息  15,141 12,341 28,185

持分法による投資損益  △489 △6,584 △541

特別修繕引当金取崩益  △26,866 ─ △26,866

構造改革費用  23,645 ─ 105,256

シリコンウエーハ事業譲渡
益 

 ─ ─ △24,854

売上債権の増減額  63,516 33,771 49,777

棚卸資産の増減額  △6,148 1,045 5,448

仕入債務の増減額  △35,740 △10,026 △21,175

その他  △18,722 △656 35,699

小計  61,246 88,282 163,567

法人税等の支払額  △5,813 △3,337 △5,985

特別退職金等の支払額  △2,134 △23,588 △139,103

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 53,298 61,356 18,478

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

利息及び配当金の受取額  3,843 2,985 5,850

有形無形固定資産の取得 
による支出 

 △33,089 △30,855 △75,982

有形無形固定資産の売却 
による収入 

 3,514 34,203 26,446

投資有価証券の取得 
による支出 

 △4,894 △171 △87,896

投資有価証券の売却 
による収入 

 34,619 26,447 112,477

貸付けによる支出  △13,907 △9,428 △79,391

貸付金の回収による収入  4,664 32,889 65,347

シリコンウエーハ事業 
譲渡による収入 

 ─ ─ 75,600

その他  3,423 △8,836 △2,817

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,826 47,234 39,633
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前中間連結会計期間 

(自 平成13年４月１日
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

利息の支払額  △17,792 △11,814 △30,435

短期借入金の純増減額  36,482 △27,489 △8,505

長期借入れによる収入  92,482 72,504 132,722

長期借入金の返済による 
支出 

 △48,829 △95,558 △126,832

社債の発行による収入  30,000 ─ 30,000

社債の償還による支出  △68,000 △24,357 △85,500

その他  △369 △368 △914

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 23,972 △87,084 △89,466

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 △28 737 945

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増減額 

 75,415 22,244 △30,408

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 101,092 70,390 101,092

Ⅶ 連結範囲変動による 
現金及び現金同等物の増減 

 △80 △4,240 △293

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 176,428 88,394 70,390
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

(イ)連結子会社の数 101社

 主要な連結子会社名 

  ㈱住友金属小倉 

  住友精密工業㈱ 

  ㈱住友金属エレクトロ

デバイス 

  ㈱住友シチックス尼崎

  ㈱住友金属直江津 

  住友鋼管㈱ 

  住友金属建材㈱ 

  小倉興産㈱ 

  ㈱住友金属システムソ

リューションズ 

  住金ケミカル㈱ 

  住金スチール㈱ 

  スミトモ シチックス

シリコン 

  SUMITOMO METAL USA 

  当中間連結会計期間よ

り重要性の観点等により

SMI-トライコ等９社を連

結子会社から除外した。

(イ)連結子会社の数 79社

 主要な連結子会社名 

  ㈱住友金属小倉 

  ㈱住友金属エレクトロ

デバイス 

住友金属建材㈱ 

  住友チタニウム㈱ 

  ㈱住友金属直江津 

  住友鋼管㈱ 

  小倉興産㈱ 

  ㈱住友金属システムソ

リューションズ 

  住金スチール㈱ 

  住友金属物流㈱ 

  住金ステンレス鋼管㈱

  住金大径鋼管㈱ 

  SUMITOMO METAL USA 

  当中間連結会計期間よ

り重要性の観点により 

シーモアチュービングを

 連結子会社に加え、子会

社でなくなった住友精密

工業㈱、住金ケミカル㈱

等８社を連結子会社から

除外した。 

(イ)連結子会社の数 86社

  主要な連結子会社名に

ついては、「第１ 企業

の概況 ４ 関係会社の

状況」に記載している。

  当連結会計年度より新

たに子会社となった㈱住

友金属マイクロデバイス

を連結子会社に加え子会

社でなくなったスミトモ

シチックス シリコン等

25社を連結子会社から除

外した。 

 (ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  ㈱クォーツサイエンス

ジャパン他 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)

及び剰余金(持分に見合

う額)は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため

である。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  ㈱クォーツサイエンス

ジャパン他 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

いためである。 

(ロ)主要な非連結子会社の

名称等 

  ㈱クォーツサイエンス

ジャパン他 

 (連結の範囲から除いた

理由) 

  非連結子会社は、いず

れも小規模であり、合計

の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)

及び剰余金(持分に見合

う額)は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであ

る。 

２ 持分法の適用に関

する事項 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 ２社 

 主要な会社名 

 シーモア チュービング

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 ２社 

 主要な会社名 

 住金溶接工業㈱ 

(イ)持分法適用の非連結子

会社数 ３社 

 主要な会社名 

 シーモア チュービング
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

 (ロ)持分法適用の関連会社
数 30社 
 主要な会社名 
  住友特殊金属㈱ 
  鹿島共同火力㈱ 
  第一中央汽船㈱ 
  共英製鋼㈱ 
  住金物産㈱ 
  関東特殊製鋼㈱ 
  中央電気工業㈱ 
  L-Sエレクトロガルバ
ナイジング 
  ナショナルパイプ 
  当中間連結会計期間よ
り重要性の観点からトラ
イコスチール等２社を持
分法の適用範囲から除外
した。 

(ロ)持分法適用の関連会社
数 31社 
 主要な会社名 
  三菱住友シリコン㈱ 
  住友特殊金属㈱ 
  鹿島共同火力㈱ 
  第一中央汽船㈱ 
  住友精密工業㈱ 
  共英製鋼㈱ 
  住金物産㈱ 
  関東特殊製鋼㈱ 
  中央電気工業㈱ 
  日鐵住金溶接工業㈱ 
  ナショナルパイプ 
  当中間連結会計期間よ
り関連会社となった住友
精密工業㈱、日鐵住金溶
接工業㈱に持分法を適用
し、重要性の観点よりシ
ーモアチュービング、関
連会社でなくなったL-S
エレクトロガルバナイジ
ング等９社を持分法の適
用から除外した。なお、
三菱住友シリコン㈱につ
いては、同社の中間連結
財務諸表に基づき持分法
を適用している。 

(ロ)持分法適用の関連会社
数 37社 
 主要な会社名 
  三菱住友シリコン㈱ 
  住友特殊金属㈱ 
  鹿島共同火力㈱ 
  第一中央汽船㈱ 
  共英製鋼㈱ 
  住金物産㈱ 
  関東特殊製鋼㈱ 
  中央電気工業㈱ 
  L-Sエレクトロガルバ
ナイジング 
  ナショナルパイプ 
  当連結会計年度より新
たに関連会社となったサ
ムコ フェニックス(旧
社名スミトモ シチック
ス シリコン)等８社に
持分法を適用し、重要性
の観点よりトライコスチ
ール等２社を持分法の適
用から除外した。 
  なお、サムコ フェニ
ックス等６社について
は、平成14年２月のシリ
コンウエーハ事業の三菱
住友シリコン㈱への統合
に伴い関連会社となった
ため、損益計算書及びキ
ャッシュ・フロー計算書
について連結している。

 (ハ)持分法を適用していな
い非連結子会社及び関連
会社(ユニファイジャパ
ン㈱他)は、それぞれ中
間純損益及び連結剰余金
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重
要性がないため、持分法
の適用範囲から除外して
いる。 

(ハ)持分法を適用していな
い非連結子会社及び関連
会社(㈱片倉の鋼管他)
は、それぞれ中間連結純
損益及び連結利益剰余金
等に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ全体としても
重要性がないため、持分
法の適用範囲から除外し
ている。 

(ハ)持分法を適用していな
い非連結子会社及び関連
会社(ユニファイジャパ
ン㈱他)は、それぞれ連
結純損益及び連結剰余金
に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ全体としても重
要性がないため、持分法
の適用範囲から除外して
いる。 

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関
する事項 

 連結子会社のうち、中間
決算日が中間連結決算日と
異なる会社は次のとおりで
ある。 
会社名 中間決算日

㈱鹿島アントラー
ズ・エフ・シー 

７月31日

フソウファイナン
ス㈱ 

６月30日

SUMITOMO METAL 
USA 
等在外子会社 

25社

６月30日

 上記の会社については、
各社の中間決算日現在の中
間財務諸表を使用してい
る。ただし、中間連結決算
日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要
な調整を行っている。 

 連結子会社のうち、中間
決算日が中間連結決算日と
異なる会社は次のとおりで
ある。 
会社名 中間決算日

㈱鹿島アントラー
ズ・エフ・シー

７月31日

フソウファイナン
ス㈱ 

６月30日

SUMITOMO METAL 
USA 
等在外子会社 

17社

６月30日

 上記の会社については、
各社の中間決算日現在の中
間財務諸表を使用してい
る。ただし、中間連結決算
日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要
な調整を行っている。 

 連結子会社のうち、決算
日が連結決算日と異なる会
社は次のとおりである。 

 
会社名 決算日 

㈱鹿島アントラー
ズ・エフ・シー 

１月31日

フソウファイナン
ス㈱ 

12月31日

SUMITOMO METAL 
USA 
等在外子会社 

17社

12月31日

 上記の会社については、
各社の決算日現在の財務諸
表を使用している。ただ
し、連結決算日との間に生
じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行
っている。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

   

(イ)有価証券 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

同左 同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は主として移

動平均法により算定し

ている) 

同左 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は主として移動平

均法により算定してい

る) 

  時価のないもの 

  主として移動平均法に

よる原価法 

同左 同左 

(ロ)棚卸資産  主として総平均法による

原価法を採用している。 

同左 同左 

(ハ)デリバティブ  時価法 同左 同左 

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法 

   

(イ)有形固定資産  当社及び国内連結子会社

は、主として、建物は定額

法、その他の資産は定率

法、在外連結子会社は定額

法を採用している。 

 耐用年数は、建物及び構

築物は主として31年、機械

装置及び運搬具は主として

14年である。 

同左 同左 

(ロ)無形固定資産  定額法を採用している。

 なお、ソフトウェアにつ

いては、主として社内にお

ける利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用してい

る。 

 また、「変革と再生」実

行プランのもと、事業運営

体制等の変革に伴いソフト

ウェアの利用状況が変化す

ることが見込まれることか

ら、利用可能期間の見直し

を行い、将来の収益獲得又

は費用削減が確実と認めら

れなくなったソフトウェア

11,166百万円について当中

間連結会計期間において一

括して費用処理し、特別損

失の「構造改革費用」に計

上している。 

 定額法を採用している。

  

 定額法を採用している。

 また、「変革と再生」実

行プランのもと、事業運営

体制等の変革に伴いソフト

ウェアの利用状況が変化す

ることが見込まれることか

ら、利用可能期間の見直し

を行い、将来の収益獲得又

は費用削減が確実と認めら

れなくなったソフトウェア

11,166百万円について当連

結会計年度において一括し

て費用処理し、特別損失の

「構造改革費用」に計上し

ている。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(3) 重要な繰延資産

の処理方法 
 社債発行費については、

支出時に全額費用として処

理し、社債発行差金は、社

債償還期間にわたり均等償

却する方法を採用してい

る。 

社債発行差金は、社債償

還期間にわたり均等償却す

る方法を採用している。 

社債発行費については、

支出時に全額費用として処

理し、社債発行差金は、社

債償還期間にわたり均等償

却する方法を採用してい

る。 

(4) 重要な引当金の

計上基準 
   

(イ)貸倒引当金  債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

同左 同左 

(ロ)退職給付引当

金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

 会計基準変更時差異

(91,095百万円)について

は、退職給付信託による一

括償却(31,946百万円)を実

施し、残額については５年

による按分額を費用化して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(主として10年)による定額

法により処理している。 

 数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として11年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ている。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

 会計基準変更時差異

(91,095百万円)について

は、退職給付信託による一

括償却(31,946百万円)を実

施し、残額については５年

による按分額を費用化して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(主として1年)による定額

法により処理している。 

 数理計算上の差異は、主

としてその発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(主として11年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ている。 

(ハ)特別修繕引当

金 

 周期的に大規模な修繕を

要する高炉等につき将来の

修繕に備えるため、最近の

実績等を基礎として計上し

ている。 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(5) 重要な外貨建の

資産又は負債の

本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は、

中間連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

している。 

なお、在外子会社等の資

産・負債及び収益・費用

は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定並

びに少数株主持分に含めて

いる。 

同左 外貨建金銭債権債務は、

連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。 

なお、在外子会社等の資

産・負債及び収益・費用

は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定並びに

少数株主持分に含めてい

る。 

(6) 収益の計上基準 長期・大型請負工事(主

として工期１年超、請負金

額10億円以上)について

は、工事進行基準を適用し

ている。 

同左 同左 

(7) 重要なリース取

引の処理方法 

当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっている。 

在外連結子会社は、通常

の売買取引に準じた会計処

理によっている。 

当社及び国内連結子会

社は、リース物件の所有権

が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっている。 

当社及び国内連結子会社

は、リース物件の所有権が

借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理に

よっている。 

在外連結子会社は、通常の

売買取引に準じた会計処理

によっている。 

(8) 重要なヘッジ会

計の方法 

   

(イ)ヘッジ会計の

方法 

繰延ヘッジ処理を採用し

ている。なお、金利スワッ

プ取引の一部については特

例処理を採用している。 

同左 同左 

(ロ)ヘッジ手段と

ヘッジ対象 

借入金・社債に係る市場

金利変動リスク及びキャッ

シュ・フロー変動リスク、

及び外貨建取引に係る為替

相場変動リスクをヘッジす

るため、金利スワップ取

引、通貨スワップ取引、為

替予約取引を行っている。

同左 同左 

(ハ)ヘッジ方針 対象となる債権及び債務

の残高の範囲内でデリバテ

ィブ取引を利用することと

しており、短期的な売買益

の稼得を目的とする、いわ

ゆるトレーディング目的

や、レバレッジの高い投機

目的でのデリバティブ取引

は行わない方針である。 

同左 同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

(ニ)ヘッジ有効性

評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動

の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比較するこ

と等によって、ヘッジの有

効性を確認している。 

同左 同左 

(9) 消費税等の処理

方法 
消費税及び地方消費税の

処理は、主として税抜方式

を採用しており、当中間連

結会計期間末の仮払消費税

等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産又は流動

負債に計上している。 

同左 消費税及び地方消費税の

処理は、主として税抜方式

を採用している。 

５ 連結子会社の資産

及び負債の評価に

関する事項 

連結子会社の資産及び負

債の評価については、全面

時価評価法を採用してい

る。 

同左 同左 

６ 連結調整勘定の償

却に関する事項 
連結調整勘定の償却につ

いては、主として20年間の

均等償却を行っている。 

同左 同左 

７ 利益処分項目等の

取扱いに関する事

項 

中間連結剰余金計算書

は、連結会社の利益処分に

ついて中間連結会計期間中

に確定した利益処分に基づ

いて作成している。 

同左 連結剰余金計算書は、連

結会社の利益処分について

連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成し

ている。 

８ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に満期日または償還

日の到来する短期投資から

なる。 

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に満期日または償還日の

到来する短期投資からな

る。 
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項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

１ 中間連結貸借対照表関係 ―――――  前中間連結会計期間まで「流動負

債」の「その他」に含めていた「一年

内償還予定社債」を個別掲記してい

る。 

 なお、前中間連結会計期間末の「そ

の他」のうちの「一年内償還予定社

債」は26,790百万円である。 

２ 中間連結損益計算書 ――――― １ 前中間連結会計期間まで営業外収

益の「受取利息及び受取配当金」と

表示していた「受取利息」及び「受

取配当金」を個別掲記している。 

  なお、前中間連結会計期間の「受

取利息及び受取配当金」のうちの

「受取利息」は1,600百万円、「受取

配当金」は2,036百万円である。 

 ――――― ２ 前中間連結会計期間まで営業外収

益の「その他」に含めていた「為替

差益」は、営業外収益の総額の100分

の10を超えるため、個別掲記してい

る。 

  なお、前中間連結会計期間の「そ

の他」のうちの「為替差益」は1,080

百万円である。 

３ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書関係 

１ 前中間連結会計期間まで個別掲記

していた「投資有価証券売却損益」

は、営業活動の「その他」に含めて

表示している。 

  なお、当中間連結会計期間の「投

資有価証券売却損益」は△8,188百万

円である。 

――――― 

 ２ 「貸付けによる支出」と「貸付金

の回収による収入」を個別掲記して

いる。 

  なお、前中間連結会計期間は「貸

付けによる支出」(△6,089百万円)と

「貸付金の回収による収入」(5,989

百万円)をそれぞれ投資活動の「その

他」に含めて表示している。 

――――― 
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追加情報 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

―――――   当中間連結会計期間から「自己

株式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準第

１号）を適用している。これによ

る当中間連結会計期間の損益に与

える影響は軽微である。 

なお、中間連結財務諸表規則の

改正により、当中間連結貸借対照表

の資本の部及び中間連結剰余金計算

書については、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づき作成している。

――――― 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

項目 
前中間連結会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成14年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

 百万円

 2,299,138
 

 百万円

 2,144,105
 

 百万円

 2,159,369
 

 ※２ 担保権設定状況 担保に供している資産 

 百万円

現金及び預金 79

有形固定資産 63,034

無形固定資産 598

投資有価証券 4,261

計 67,975
 

担保に供している資産 

 百万円

現金及び預金 312

受取手形及び
売掛金 

100

有形固定資産 68,061

無形固定資産 570

投資有価証券 1,214

計 70,258
 

担保に供している資産 

 百万円

現金及び預金 276

受取手形及び
売掛金 

248

有形固定資産 69,963

無形固定資産 570

投資有価証券 2,368

計 73,426
 

 担保されている債務 

 百万円

支払手形及び 
買掛金 

425

短期借入金 13,619

長期借入金 29,217

計 43,262
 

担保されている債務 

 百万円

支払手形及び
買掛金 

271

短期借入金 12,080

長期借入金 22,505

計 34,858
 

担保されている債務 

 百万円

支払手形及び 
買掛金 

375

短期借入金 18,240

長期借入金 19,954

計 38,570
 

３ 偶発債務 

 (1) 保証債務 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

㈱シリコンセン
シングプロダク
ツ 

1,594

シーモアチュー
ビング 

1,427

ひびき灘開発㈱ 1,358

サイアムユナイ
テッドスチール

1,194

宝鶏住金石油鋼
管有限公司 

784

タイスチールパ
イプ 

772

㈱ナルミゼネラ
ルサービス 

670

その他13社 1,656

計 9,458

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

三菱住友シリコ
ン㈱ 

92,099

サムコオレゴン 7,691

その他22社 15,342

計 115,133

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

三菱住友シリコ
ン㈱ 

68,458

サムコオレゴン 16,274

その他22社 20,319

計 105,053

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 (2) 社債の債務履行

引受契約に係る

偶発債務 

(当社) 

 百万円

第12回無担保 
社債 

20,000

 

――――― (当社) 

 百万円

第12回無担保 
社債 

20,000

 
４ 受取手形割引高  百万円

 1,227
 

 百万円

 22
 

 百万円

 65
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項目 
前中間連結会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成14年３月31日) 

※５ 期末日満期手形

の処理 

当中間連結会計期間の末

日は金融機関が休日である

が、満期日に決済が行われ

たものとして処理してい

る。 

当中間連結会計期間末日

満期手形は、受取手形

6,902百万円、支払手形

11,954百万円である。 

――――― 当連結会計年度の末日は

金融機関が休日であるが、

満期日に決済が行われたも

のとして処理している。 

当連結会計年度末日満期

手形は、受取手形4,939百

万円、支払手形10,110百万

円である。 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

※１ 事業再編益 

 

 

───── 「変革と再生」実行プラ

ンに基づき資産・負債の圧

縮を進めたことによるもの

であり、その内容は関係会

社株式売却益等である。 

───── 

※２ 特別修繕引当金

取崩益 

設備の稼動実態及び改修

計画に基づき引当金残高を

適正化したことに伴う取崩

額である。 

───── 設備の稼動実態及び改修

計画に基づき引当金残高を

適正化したことに伴う取崩

額である。 

※３ 固定資産売却益 ───── ───── 土地の売却によるもので

ある。 

※４ 退職給付引当金

繰入額 

会計基準変更時差異の償

却額である。 

同左 会計基準変更時差異の償

却額(出向者の移籍による

一括償却額12,949百万円を

含む)である。 

※５ 構造改革費用 構造改革に伴い発生した

損失であり、その内容は、

ソフトウェアの除却損失等

21,579百万円(棚卸資産の

評価損68百万円を含む)、

出向者の移籍に係る特別退

職金等の費用2,134百万円

である。 

なお、「変革と再生」実

行プランのもと、出向者全

員を対象に出向先会社への

移籍を推進しており、下半

期においても特別退職金等

の発生が見込まれる。この

特別退職金等の年間の発生

見込額は900億円程度(概算

値)である。 

───── 構造改革に伴い発生した

損失であり、その内容は、

出向者の移籍に係る特別退

職金等の費用89,511百万

円、ソフトウェアの除却損

失11,166百万円、設備の除

却損失等9,830百万円(製品

等の評価損及び処分損168

百万円を含む)、貸倒引当

金繰入額11,000百万円であ

る。 

※６ 法人税、住民税

及び事業税 

簡便法により計算した当

中間連結会計期間における

税金費用を一括して記載し

ている。 

同左 ───── 
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(中間連結剰余金計算書関係) 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ ※１ 米国会計基準

に基づく包括

損益 

米国子会社での米国財務

会計基準審議会基準書第

133号適用による、デリバ

ティブの時価評価に係る包

括損益である。 

───── ───── 

 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

 百万円

現金及び預金勘定 170,061

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△1,034

取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する
短期投資(有価証券) 

7,401

現金及び現金同等物 176,428
 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

 百万円

現金及び預金勘定 87,967

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△186

取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する
短期投資(有価証券) 

613

現金及び現金同等物 88,394
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 

 百万円

現金及び預金勘定 67,785

預入期間が３ヶ月を超
える定期預金 

△566

取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する
短期投資(有価証券) 

3,172

現金及び現金同等物 70,390
  



ファイル名:080_c_0312900501412.doc 更新日時:2002/12/16 17:37 印刷日時:02/12/18 20:30 

― 44 ― 

(リース取引関係) 

＜借手側＞ 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額 
減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 

14,796 8,590 6,206

その他 2,226 1,348 877

合計 17,023 9,939 7,084
 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額
減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器
具備品

11,380 7,380 3,999

その他 3,999 2,023 1,976

合計 15,380 9,404 5,975
 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額
相当額 
減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 

11,676 7,470 4,206

その他 2,959 2,029 929

合計 14,635 9,500 5,135
 

 (注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

によっている。 

(注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

によっている。 

(注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

いる。 

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

一年内 3,123百万円

一年超 3,960 

合計 7,084 
 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

一年内 2,437百万円

一年超 3,538 

合計 5,975 
 

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

一年内 2,349百万円

一年超 2,785 

合計 5,135 
 

 (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

その割合が低いため、

支払利子込み法によっ

ている。 

(注) 未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

その割合が低いため、

支払利子込み法によっ

ている。 

(注) 未経過リース料期末

残高相当額の算定は、

有形固定資産の期末残

高等に占めるその割合

が低いため、支払利子

込み法によっている。

 ３ 当中間連結会計期間の

支払リース料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

2,170百万円

３ 当中間連結会計期間の

支払リース料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

1,465百万円

３ 当連結会計年度の支払

リース料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

3,951百万円

 ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

２ オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 

一年内 882百万円

一年超 2,954 

合計 3,836 
 

未経過リース料 

一年内 719百万円

一年超 3,287 

合計 4,006 
 

未経過リース料 

一年内 380百万円

一年超 1,593 

合計 1,973 
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＜貸手側＞ 

 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間期末残高 

 
取得価額 減価償却

累計額
中間期末
残高

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 

6,314 4,378 1,935

その他 3,227 1,933 1,293

合計 9,541 6,312 3,229
 

――――― １ リース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

期末残高 

 
取得価額 減価償却

累計額
期末残高

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 

6,382 4,472 1,909

その他 3,311 2,051 1,260

合計 9,693 6,523 3,170
 

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

一年内 1,331百万円

一年超 2,667 

合計 3,999 
 

――――― ２ 未経過リース料期末残

高相当額 

一年内 1,424百万円

一年超 2,485 

合計 3,910 
 

 (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、未経過リース料中

間期末残高及び見積残

存価額の残高の合計額

が営業債権の中間期末

残高等に占める割合が

低いため、受取利子込

み法によっている。 

 (注) 未経過リース料期末

残高相当額の算定は、

未経過リース料期末残

高及び見積残存価額の

残高の合計額が営業債

権の期末残高等に占め

る割合が低いため、受

取利子込み法によって

いる。 

 ３ 当中間連結会計期間の

受取リース料等 

受取リース
料 

733百万円

減価償却費 629 

――――― ３ 当連結会計年度の受取

リース料等 

受取リース
料 

1,572百万円

減価償却費 1,386 
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(有価証券関係) 

有価証券 

１ 前中間連結会計期間 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 0百万円 0百万円 0百万円

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 158,130 140,754 △17,375

債券 58 70 11

その他 3,280 2,929 △350

合計 161,469 143,754 △17,715

 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

優先出資証券 25,000百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 24,554 

マネー・マネージメント・ファンド(MMF) 7,401 
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２ 当中間連結会計期間 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 中間連結貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 0百万円 0百万円 0百万円

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

株式 56,853 60,100 3,247

債券 38 51 12

その他 81 57 △24

合計 56,974 60,209 3,235

 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

優先出資証券 25,000百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 19,530 

マネー・マネージメント・ファンド(MMF) 613 
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３ 前連結会計年度 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額 

国債・地方債等 0百万円 0百万円 0百万円

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

 

種類 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額(百万円) 

株式 81,807 85,739 3,931

債券 38 58 19

その他 2,608 2,362 △245

合計 84,455 88,160 3,705

 

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

優先出資証券 25,000百万円

非上場株式(店頭売買株式を除く) 20,861 

マネー・マネージメント・ファンド(MMF) 3,013 
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(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前中間連結会計期間 

 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引 10,736 10,628 108

スワップ取引 5,000 46 46

通貨 
 
 
金利 スワップ取引 12,500 △67 △67

合計 28,236 10,607 87

(注) １ 時価の算定方法は、金融機関から提示された価格によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

 

当中間連結会計期間 

 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引 
  売建 

 買建 
7,336

5,846

 

7,517 

5,835 

△181

△10

通貨 
 
 
 
金利 スワップ取引 7,725 △140 △140

合計 20,907 13,213 △331

(注) １ 時価の算定方法は、金融機関から提示された価格によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

 

前連結会計年度 

 

対象物の種類 取引の種類 契約額等(百万円) 時価(百万円) 評価損益(百万円) 

為替予約取引 1,905 1,972 △66通貨 
 
金利 スワップ取引 8,211 △180 △180

合計 10,116 1,791 △247

(注) １ 時価の算定方法は、金融機関から提示された価格によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 
 

項目 
鉄鋼 
(百万円) 

エンジニア
リング 
(百万円)

エレクトロ
ニクス・情
報サービス
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

441,999 38,902 102,232 73,232 656,367 ─ 656,367

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

3,772 20,338 4,459 38,990 67,561 (67,561) ─

計 445,771 59,241 106,692 112,223 723,929 (67,561) 656,367

営業費用 425,805 59,505 110,644 111,313 707,269 (67,045) 640,224

営業利益 19,965 △264 △3,952 910 16,659 △516 16,143

 

当中間連結会計期間 
 

項目 
鉄鋼 
(百万円) 

エンジニア
リング 
(百万円)

エレクトロ
ニクス・情
報サービス
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

465,847 31,167 40,427 55,671 593,114 ─ 593,114

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

4,023 ─ 1,689 6,722 12,435 (12,435) ─

計 469,870 31,167 42,117 62,394 605,549 (12,435) 593,114

営業費用 442,507 32,045 42,375 60,220 577,149 (11,068) 566,080

営業利益 27,363 △877 △258 2,173 28,400 △1,366 27,033
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前連結会計年度 
 

項目 
鉄鋼 
(百万円) 

エンジニア
リング 
(百万円)

エレクトロ
ニクス・情
報サービス
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

869,612 124,049 199,466 156,400 1,349,528 ― 1,349,528

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

7,762 42,738 8,808 72,579 131,888 (131,888) ―

計 877,374 166,787 208,275 228,980 1,481,417 (131,888) 1,349,528

営業費用 826,675 166,027 222,787 226,167 1,441,658 (132,225) 1,309,432

営業利益 50,698 760 △14,512 2,812 39,758 337 40,096

 

 

(注) 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等 

１ 事業区分の方法 

事業区分は、当社の社内カンパニー制に基づき、各カンパニーの業務執行体制を踏まえ、製品・市場

の類似性等を勘案して決定している。 

２ 各区分に属する主要な製品等 

鉄鋼 ………… 鋼板、建材製品、鋼管、交通産機品、条鋼、鉄鋼事業に付帯する事

業他 

エンジニアリング ………… 鋼構造物、システム建築、パイプライン、環境プラント、 

設備エンジニアリング他 

エレクトロニクス・ 

情報サービス 

………… 電子材料・部品、コンピュータシステム、セラミックス他 

その他 ………… 石油製品、陶磁器他 

３ 事業区分の変更 

当中間連結会計期間に導入した社内カンパニー制に基づく新たな業務執行体制に対応し、以下のとお

り事業区分の変更を行っている。 

① エンジニアリング事業及びその他事業に属していた一部の会社の鉄鋼事業への移管 

② 鉄鋼事業、エンジニアリング事業及びエレクトロニクス・情報サービス事業に属していた一部

の会社のその他事業への移管 

なお、当中間連結会計期間の事業区分によった場合の前中間連結会計期間及び前連結会計年度の事業

の種類別セグメント情報は以下に掲げたとおりである。 
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前中間連結会計期間 

 

項目 
鉄鋼 
(百万円) 

エンジニア
リング 
(百万円)

エレクトロ
ニクス・情
報サービス
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

472,523 27,228 87,606 69,009 656,367 ─ 656,367

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

2,857 139 607 13,797 17,401 (17,401) ─

計 475,381 27,367 88,214 82,806 673,769 (17,401) 656,367

営業費用 457,208 27,738 92,621 78,644 656,211 (15,987) 640,224

営業利益 18,172 △370 △4,406 4,161 17,557 △1,414 16,143

 

前連結会計年度 
 

項目 
鉄鋼 
(百万円) 

エンジニア
リング 
(百万円)

エレクトロ
ニクス・情
報サービス
(百万円)

その他 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

売上高    

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

938,588 96,748 169,614 144,577 1,349,528 ― 1,349,528

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,833 185 1,389 24,141 31,550 (31,550) ―

計 944,422 96,933 171,003 168,719 1,381,079 (31,550) 1,349,528

営業費用 893,960 96,785 186,632 162,610 1,339,988 (30,555) 1,309,432

営業利益 50,462 148 △15,628 6,109 41,090 △994 40,096
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報は記載していない。 

 

当中間連結会計期間 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報は記載していない。 

 

前連結会計年度 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報は記載していない。 
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【海外売上高】 

前中間連結会計期間 

 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 99,531 74,604 174,135

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ 656,367

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

15.2 11.3 26.5

 

当中間連結会計期間 

 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 108,177 54,266 162,443

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ 593,114

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

18.2 9.2 27.4

 

前連結会計年度 

 

項目 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 197,102 158,427 355,530

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― 1,349,528

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

14.6 11.7 26.3

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

１ 国又は地域の区分の方法 

国又は地域の区分は、地理的近接度に基づいている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………中国、韓国、東南アジア、中近東等 
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(１株当たり情報) 

 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日)

１株当たり純資産額 87円68銭 76円19銭 75円56銭 

１株当たり中間純利益 ───── 2円36銭 ───── 

１株当たり中間(当期)純損失 5円01銭 ───── 28円83銭 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益 
───── ───── ───── 

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、中間純損失が計上さ

れているため記載していな

い。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しない

ため記載していない。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間から

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会

計基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準

委員会 平成14年９月25日

企業会計基準適用指針第４

号）を適用している。 

なお、当中間連結会計期

間において、従来と同様の

方法によった場合の（１株

当たり情報）については、

それぞれ以下のとおりであ

る。 

１株当たり純資産額 

76円19銭

１株当たり中間純利益 

2円36銭

 

１株当たり中間純利益の

算定上の基礎 

中間連結損益計算書上

の中間純利益 

8,585百万円

普通株式に係る中間純

利益 

8,585百万円

普通株主に帰属しない

金額の主要な内訳 

 該当事項はない。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、当期純損失を計上し

ているため記載していな

い。 
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前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日)

  

普通株式の期中平均株

式数 

3,631,999,217株

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益の算定

に含まれなかった潜在株

式の概要 

転換社債２銘柄 

額面総額 

74,169百万円

これらの詳細について

は、第４提出会社の状況

１株式等の状況(2)新株予

約権等の状況に記載のと

おりである。 
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(重要な後発事象) 

 

前中間連結会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

前連結会計年度において、重要な

後発事象に記載した三菱マテリアル

株式会社との間での両社のシリコン

ウエーハおよび関連事業の統合に関

しては、統合の時期を平成14年１月

から平成14年２月に変更し、準備作

業を進めている。 

中期経営計画において計画して

いる当社の増資に備えるべく、平成

14年11月14日開催の取締役会の決議

に基づき、同日、発行登録書を関東

財務局に提出した。 

なお、発行登録書の概要は次の

とおりである。 

 

1.募集有価証券の種類 

普通株式 

2.発行予定期間 

効力発生予定日(平成14年11

月27日)から1年を経過する日

(平成15年11月26日) 

3.発行予定額 

60,000百万円 

4.募集の方法 

その他の者に対する割当 

5.資金の使途 

借入金返済及び社債償還資

金に充当 

 

発行数等その他の事項は未定で

ある。 

ただし、未定事項に関する取締

役会決議は平成14年度下半期中を

予定している。 

該当事項はない。 
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(2) 【その他】 

該当事項はない。 
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

 

  
前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金  148,905 70,792 47,566 

受取手形 ※４ 1,703 2,005 896 

売掛金  130,518 103,058 118,646 

棚卸資産  207,127 171,979 182,953 

その他  104,438 100,798 125,096 

貸倒引当金  △77 △44 △74 

  流動資産合計   592,616 30.9 448,590 27.7  475,085 28.3

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産 ※１   

 建物  154,683 124,396 131,729 

 構築物  67,521 61,921 64,094 

 機械及び装置  373,441 317,334 327,100 

 土地 ※２ 156,821 146,285 146,333 

 建設仮勘定  26,154 32,380 33,575 

 その他  11,810 9,035 9,814 

有形固定資産合計  790,432 691,354 712,649 

無形固定資産  4,779 2,318 2,395 

投資その他の資産    

 投資有価証券 ※２ 430,438 388,883 415,932 

 その他  136,095 118,647 120,601 

 貸倒引当金  △292 △160 △152 

 投資損失引当金  △37,108 △28,620 △47,146 

投資その他の資産 
合計 

529,133 478,750 489,234 

  固定資産合計 

 

 1,324,346 69.1 1,172,423 72.3  1,204,279 71.7

Ⅲ 繰延資産   903 0.0 79 0.0  871 0.0

  資産合計   1,917,866 100.0 1,621,092 100.0  1,680,236 100.0
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前中間会計期間末 

(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成14年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

支払手形 ※４ 9,444 5,022 5,475 

買掛金  145,616 116,124 117,583 

短期借入金 ※２ 266,905 270,463 275,272 

一年内償還予定社債  ― 80,257 ― 

その他  118,337 53,807 154,471 

流動負債合計   540,303 28.2 525,674 32.4  552,803 32.9

Ⅱ 固定負債    

社債  286,000 199,700 239,000 

転換社債  78,336 69,312 73,479 

長期借入金 ※２ 551,377 464,530 474,442 

退職給付引当金  56,331 17,453 6,637 

特別修繕引当金  10,741 10,741 10,741 

その他  1,601 13,318 7,822 

固定負債合計   984,387 51.3 775,056 47.8  812,122 48.3

負債合計   1,524,691 79.5 1,300,730 80.2  1,364,926 81.2

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   237,922 12.4 ― ―  237,922 14.2

Ⅱ 資本準備金   139,420 7.2 ― ―  139,420 8.3

Ⅲ 利益準備金   38,374 2.0 ― ―  38,374 2.3

Ⅳ 欠損金    

任意積立金  7,436 ― 7,436 

中間(当期) 
未処理損失 

 9,862 ― 109,122 

欠損金合計   2,426 0.1 ― ―  101,686 6.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  △20,116 △1.0 ― ―  1,284 0.1

Ⅵ 自己株式   ― ― ― ―  △6 △0.0

資本合計   393,175 20.5 ― ―  315,310 18.8

Ⅰ 資本金   ― ― 237,922 14.7  ― ―

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  ― 37,734 ― 

資本剰余金合計   ― ― 37,734 2.3  ― ―

Ⅲ 利益剰余金    

利益準備金  ― 38,374 ― 

中間未処分利益  ― 5,582 ― 

利益剰余金合計   ― ― 43,957 2.7  ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― ― 768 0.1  ― ―

Ⅴ 自己株式   ― ― △20 △0.0  ― ―

資本合計   ― ― 320,361 19.8  ― ―

負債及び資本合計   1,917,866 100.0 1,621,092 100.0  1,680,236 100.0
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② 【中間損益計算書】 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   378,932 100.0 345,721 100.0  772,870 100.0

Ⅱ 売上原価   330,955 87.3 298,568 86.4  672,123 87.0

売上総利益   47,976 12.7 47,153 13.6  100,747 13.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   36,094 9.6 28,062 8.1  68,332 8.8

営業利益   11,882 3.1 19,090 5.5  32,414 4.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  23,876 6.3 6,122 1.8  36,921 4.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  45,699 12.1 13,134 3.8  68,328 8.8

経常利益   ─ ─ 12,079 3.5  1,007 0.1

経常損失   9,940 2.6 ─ ─  ─ ─

Ⅵ 特別利益 ※３  35,008 9.2 7,105 2.1  97,065 12.6

Ⅶ 特別損失 ※４  35,235 9.3 9,502 2.8  207,400 26.8

税引前中間純利益   ─ ─ 9,682 2.8  ─ ─

税引前中間(当期) 
純損失 

  10,168 2.7 ─ ─  109,327 14.1

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 10,000 2.6 4,100 1.2 100 0.0

法人税等調整額  ─ 10,000 ─ ─ 4,100 ─ 10,000 10,100 1.4

中間純利益   ─ ─ 5,582 1.6  ─ ─

中間(当期)純損失   20,168 5.3 ─ ─  119,427 15.5

前期繰越利益   10,305 ─  10,305

中間未処分利益   ─ 5,582  ─

中間(当期) 
未処理損失 

  9,862 ─  109,122
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

   

(1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法

同左 同左 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定している) 

同左 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定している) 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 

同左 同左 

(2) 棚卸資産  総平均法による原価法を

採用している。 

同左 同左 

(3) デリバティブ 時価法 同左 同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

   

(1) 有形固定資産  建物は定額法(耐用年数

は主として31年)、その他

の資産は定率法(耐用年数

は主として14年)を採用し

ている。 

同左 同左 

(2) 無形固定資産  定額法を採用している。

 なお、ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定

額法を採用している。 

 また、「変革と再生」実

行プランのもと、事業運営

体制等の変革に伴いソフト

ウェアの利用状況が変化す

ることが見込まれることか

ら、利用可能期間の見直し

を行い、将来の収益獲得又

は費用削減が確実と認めら

れなくなったソフトウェア

13,114百万円について当中

間会計期間において一括し

て費用処理し、特別損失の

「構造改革費用」に計上し

ている。 

 定額法を採用している。  定額法を採用している。

 また、「変革と再生」実

行プランのもと、事業運営

体制等の変革に伴いソフト

ウェアの利用状況が変化す

ることが見込まれることか

ら、利用可能期間の見直し

を行い、将来の収益獲得又

は費用削減が確実と認めら

れなくなったソフトウェア

13,114百万円について当期

において一括して費用処理

し、特別損失の「構造改革

費用」に計上している。 
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項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

３ 繰延資産の処理方

法 

社債発行費については、

支出時に全額費用として処

理し、社債発行差金は、社

債償還期間にわたり均等償

却する方法を採用してい

る。 

社債発行差金は、社債償

還期間にわたり均等償却す

る方法を採用している。 

社債発行費については、

支出時に全額費用として処

理し、社債発行差金は、社

債償還期間にわたり均等償

却する方法を採用してい

る。 

４ 引当金の計上基準    

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上している。 

同左 同左 

(2) 投資損失引当金 関係会社への投資等に対

する損失に備えるため、そ

の財政状態等を勘案して計

上している。 

同左 同左 

(3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

 会計基準変更時差異

(75,100百万円)について

は、退職給付信託による一

括償却(31,212百万円)を実

施し、残額については５年

による按分額を費用化して

いる。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処

理している。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認め

られる額を計上している。

 会計基準変更時差異

(75,100百万円)について

は、退職給付信託による一

括償却(31,212百万円)を実

施し、残額については５年

による按分額を費用化して

いる。 

 過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(１年)により費用処理して

いる。 

 数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(11年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処

理している。 

(4) 特別修繕引当金  周期的に大規模な修繕を

要する高炉等につき将来の

修繕に備えるため、最近の

実績等を基礎として計上し

ている。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

５ 外貨建の資産又は

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

いる。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理してい

る。 

６ 収益の計上基準 長期・大型請負工事(工

期１年超・請負金額10億円

以上)については、工事進

行基準を適用している。 

同左 同左 

７ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 

８ ヘッジ会計の方法    

(1) ヘッジ会計の方

法 

繰延ヘッジ処理を採用し

ている。なお、金利スワッ

プ取引の一部については特

例処理を採用している。 

同左 同左 

(2) ヘッジ手段とヘ

ッジ対象 

借入金・社債に係る市場

金利変動リスク及びキャッ

シュ・フロー変動リスク、

及び外貨建取引に係る為替

相場変動リスクをヘッジす

るため、金利スワップ取

引、通貨スワップ取引、為

替予約取引を行っている。

同左 同左 

(3) ヘッジ方針 対象となる債権及び債務

の残高の範囲内でデリバテ

ィブ取引を利用することと

しており、短期的な売買益

の稼得を目的とする、いわ

ゆるトレーディング目的

や、レバレッジの高い投機

目的でのデリバティブ取引

は行わない方針である。 

同左 同左 

(4) ヘッジ有効性評

価の方法 

ヘッジ開始時から有効性

判定時点までの期間におい

て、ヘッジ対象の相場変動

の累計とヘッジ手段の相場

変動の累計とを比較するこ

と等によって、ヘッジの有

効性を確認している。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

９ 消費税等の処理方

法 

消費税及び地方消費税の

処理は税抜方式を採用して

おり、当中間会計期間末の

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負

債のその他に計上してい

る。 

同左 消費税及び地方消費税の

処理は、税抜方式を採用し

ている。 
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表示方法の変更 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

１ 一年内償還予定社債に関

する表示方法の変更 

 前中間会計期間まで中間貸借対照表

において個別掲記していた「一年内償

還予定社債」は、負債及び資本の合計

額の100分の５以下となったため、

「流動負債」の「その他」に含めて表

示している。 

 なお、当中間会計期間末の「その

他」のうちの「一年内償還予定社債」

は26,790百万円である。 

 前中間会計期間まで中間貸借対照表

において「流動負債」の「その他」に

含めていた「一年内償還予定社債」を

個別掲記している。 

 なお、前中間会計期間末の「その

他」のうちの「一年内償還予定社債」

は26,790百万円である。 

 

追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

――――― (自己株式及び法定準備金取崩等会

計) 

 当中間会計期間より「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を適

用している。これによる当中間会計

期間の損益に与える影響は軽微であ

る。 

なお、中間財務諸表等規則完全議

決権株式の改正により、当中間会計

期間における中間貸借対照表の資本

の部については、改正後の中間財務

諸表等規則に基づき作成している。

これに伴い、前中間会計期間にお

いて資産の部に計上していた「自己

株式」(流動資産０百万円)は、中間

財務諸表等規則の改正により当中間

会計期間末においては資本に対する

控除項目としている。 

(自己株式) 

 前期において資産の部に計上して

いた「自己株式」(流動資産０百万

円)は、財務諸表等規則の改正によ

り当期末においては資本の部の末尾

に表示している。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

項目 
前中間会計期間末 
(平成13年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成14年９月30日) 

前事業年度末 
(平成14年３月31日) 

※１ 有形固定資産減

価償却累計額 

1,902,477百万円 1,821,980百万円 1,800,452百万円

※２ 担保に供してい

る資産 

 ――――― ――――― 

土地 

投資有価証券 

計 
 

225百万円

2,562

2,787
 

  

   担保されている

債務 

   

短期借入金 

長期借入金 

計 
 

806百万円

1,508

2,314
 

  

３ 偶発債務 

 (1) 保証債務 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

フソウファイナ
ンス㈱ 

217,592 

住金スチール㈱ 28,691 

㈱住友金属エレ
クトロデバイス 

14,694 

住金興産㈱ 13,649 

その他24社 53,876 

計 328,503 

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

フソウファイナ
ンス㈱ 

239,914 

三菱住友シリコ
ン㈱ 

92,099 

住金スチール㈱ 28,042 

住友金属建材㈱ 26,546 

その他26社 64,980 

計 451,581 

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 

 下記の会社の金融機関借

入金等について保証を行っ

ている。 

 百万円

フソウファイナ
ンス㈱ 

236,857 

三菱住友シリコ
ン㈱ 

68,458 

住友金属建材㈱ 27,207 

住金スチール㈱ 26,863 

その他26社 80,525 

計 439,912 

 保証債務には保証類似行

為によるものを含めてい

る。 

 (2) 社債の債務履行

引受契約に係る

偶発債務 

 百万円

第12回無担保 
社債 

20,000 
 

―――――  百万円

第12回無担保 
社債 

20,000 
 

※４ 期末日満期手形

の処理 

当中間会計期間の末日は

金融機関が休日であるが、

満期日に決済が行われたも

のとして処理している。 

当中間会計期間末日満期

手形は、受取手形184百万

円、支払手形2,622百万円

である。 

――――― 当期末日は金融機関が休

日であるが、満期日に決済

が行われたものとして処理

している。 

当期末日満期手形は、受

取手形140百万円、支払手

形2,083百万円である。 
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(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

※１ 営業外収益 

のうち 

   

受取利息 

受取配当金 

出向者人件費戻入額 
 

305百万円

3,919 

18,025 
 

299百万円

4,032 

─ 
 

610百万円

5,546 

18,964 
 

※２ 営業外費用 

のうち 

   

支払利息及び 
社債利息 

出向者人件費 
 

9,339百万円

27,997 
 

8,206百万円

─ 
 

17,611百万円

29,285 
 

※３ 特別利益のうち 

事業再編益 

 

 

 

 

 

 

───── 

 

 

4,557百万円

  「変革と再生」実行プラ

ンに基づき資産・負債の圧

縮を進めたことによるもの

であり、その内容は関係会

社株式売却益等である。 

 

 

───── 

投資有価証券売却益 
 

8,142百万円
 

2,548 
 

11,728百万円
 

シリコンウエーハ事
業譲渡益 

 

 

───── ───── 
49,254 

関係会社との取引に基づ

いて発生したものである。

特別修繕引当金取崩
益 

 

 

 

 

26,866 

設備の稼動実態及び改修

計画に基づき引当金残高を

適正化したことに伴う取崩

額である。 

───── 
26,866 

設備の稼動実態及び改修

計画に基づき引当金残高を

適正化したことに伴う取崩

額である。 

固定資産売却益 
 

───── ───── 9,215 

土地の売却によるもので

ある。 

※４ 特別損失のうち  

 

  

退職給付引当金繰入
額 
 

4,388百万円

会計基準変更時差異の償

却額である。 

2,214百万円

会計基準変更時差異の償

却額である。 

21,727百万円

会計基準変更時差異の償

却額(出向者の移籍による

一括償却額12,949百万円を

含む)である。 

投資有価証券売却損 
 

───── 2,428 
 

24,486 
 

投資有価証券評価損 
 

    7,187 4,859 16,341 
 

関係会社株式評価損 
 

───── ───── 28,254 
  

 



ファイル名:110_0312900501412.doc 更新日時:2002/12/16 17:37 印刷日時:02/12/18 20:31 

― 69 ― 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

構造改革費用 
 

23,659 
 

───── 116,590 

 構造改革に伴い発生した
損失であり、その内容は、
ソフトウェアの除却損失等
21,807百万円、出向者の移
籍に係る特別退職金等の費
用1,852百万円である。 
なお、「変革と再生」実
行プランのもと、出向者全
員を対象に出向先会社への
移籍を推進しており、下半
期においても特別退職金等
の発生が見込まれる。この
特別退職金等の年間の発生
見込額は900億円程度(概算
値)である。 

 構造改革に伴い発生した

損失であり、その内容は、

出向者の移籍に係る特別退

職金等の費用84,087百万

円、ソフトウェアの除却損

失13,114百万円、設備の除

却損失等4,456百万円、関

係会社に係る投資損失引当

金繰入額等14,931百万円で

ある。 

※５ 法人税、住民税

及び事業税 

 

 

簡便法により計算した当

中間会計期間における税金

費用を一括して記載してい

る。 

同左 ───── 

６ 減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 
 

36,638百万円

429 
 

29,031百万円

34 
 

72,784百万円

761 
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額 
減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 
他 

11,910 6,813 5,096

 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び中間期末残高

相当額 

 
取得価額
相当額
減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器
具備品
他 

7,662 5,076 2,585

 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当

額 

 
取得価額
相当額 
減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

 (百万円) (百万円) (百万円)
工具器 
具備品 
他 

8,444 5,295 3,149

 
 (注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

によっている。 

(注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高

等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法

によっている。 

(注) 取得価額相当額の算

定は、未経過リース料

期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支

払利子込み法によって

いる。 

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

一年内 2,354百万円

一年超 2,742 

合計 5,096 
 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

一年内 1,239百万円

一年超 1,345 

合計 2,585 
 

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

一年内 1,635百万円

一年超 1,513 

合計 3,149 
 

 (注) 未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

その割合が低いため、

支払利子込み法によっ

ている。 

(注) 未経過リース料中間

期末残高相当額の算定

は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める

その割合が低いため、

支払利子込み法によっ

ている。 

(注) 未経過リース料期末

残高相当額の算定は、

有形固定資産の期末残

高等に占めるその割合

が低いため、支払利子

込み法によっている。

 ３ 当中間会計期間の支払

リース料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

1,713百万円

３ 当中間会計期間の支払

リース料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

753百万円

３ 当会計期間の支払リー

ス料等 

  支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

2,979百万円

 ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっている。

２ オペレーティン

グ・リース取引 

未経過リース料 

一年内 127百万円

一年超 761 

合計 889 
 

未経過リース料 

一年内 222百万円

一年超 920 

合計 1,143 
 

未経過リース料 

一年内 222百万円

一年超 1,032 

合計 1,255 
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(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前中間会計期間 

 

種類 
中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 15,440 16,059 618

関連会社株式 25,941 23,344 △2,596

合計 41,382 39,403 △1,978

 

当中間会計期間 

 

種類 
中間貸借対照表計上額
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 17,082 14,449 △2,633

関連会社株式 21,929 28,113 6,183

合計 39,012 42,562 3,550

 

前事業年度 

 

種類 
貸借対照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 22,028 31,659 9,630

関連会社株式 16,983 22,144 5,160

合計 39,012 53,803 14,791
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 (重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日) 

 前事業年度において、重要な後発

事象に記載した三菱マテリアル株式

会社との間での両社のシリコンウエ

ーハおよび関連事業の統合に関して

は、統合の時期を平成14年１月から

平成14年２月に変更し、準備作業を

進めている。 

中期経営計画において計画して

いる当社の増資に備えるべく、平成

14年11月14日開催の取締役会の決議

に基づき、同日、発行登録書を関東

財務局に提出した。 

なお、発行登録書の概要は次の

とおりである。 

 

1.募集有価証券の種類 

普通株式 

2.発行予定期間 

効力発生予定日(平成14年11

月27日)から1年を経過する日

(平成15年11月26日) 

3.発行予定額 

60,000百万円 

4.募集の方法 

その他の者に対する割当 

5.資金の使途 

借入金返済及び社債償還資

金に充当 

 

発行数等その他の事項は未定で

ある。 

ただし、未定事項に関する取締

役会決議は平成14年度下半期中を

予定している。 

該当事項はない。 
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(2) 【その他】 

該当事項はない。 
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

 

(1) 
 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

 
事業年度 
(第79期) 

 
自 平成13年４月１日
至 平成14年３月31日

 
平成14年６月27日 
関東財務局長に提出。 

 

(2) 訂正発行登録書      
平成14年６月27日 
平成14年11月21日 
関東財務局長に提出。 

 

(3) 
発行登録書(株式)
及びその添付書類 

     
平成14年11月14日 
関東財務局長に提出。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はない。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成13年12月14日

住友金属工業株式会社 

代表取締役社長 下 妻   博 殿 

 

監査法人 トーマツ  

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  阿  部  紘  武  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  土 井 良  延  英  ㊞

 

関与社員  公認会計士  柴  田  良  智  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友金属工業株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの連結会計年度の中間連

結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査

の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査におい

て当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部

を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧

等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正

妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って

継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は「中間連結財務諸表の用語、様式及び

作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところに準拠しているものと認められた。

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が住友金属工業株式会社及び連結子会社の平成13年９

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成13年４月１日から平成13年９

月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
 
特記事項 

注記事項(中間連結損益計算書関係)５に記載されているとおり、会社は、「変革と再生」実行プラン

のもと、出向者全員を対象に出向先会社への移籍を推進しており、下半期においても特別退職金等の発

生を見込んでいる。 
 
会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
 
 
(注) 上記は、当社（半期報告書提出会社）が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間連結会計期間の中間監

査報告書に記載された事項を電子化したものであります。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成14年12月13日

住友金属工業株式会社 

代表取締役社長 下 妻   博 殿 

 

監査法人 トーマツ  

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  阿  部  紘  武  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  土 井 良  延  英  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  柴  田  良  智  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住

友金属工業株式会社の平成14年４月１日から平成15年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成14年４

月１日から平成14年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり

当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を

実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る

通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査実施基準三に準拠して分析的

手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認め

られる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、下記事項を除き前連結会計年度と同一の基準に従って継続し

て適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する

規則」(平成11年大蔵省令第24号)の定めるところに準拠しているものと認められた。 
 

記 
 
セグメント情報の事業の種類別セグメント情報(注)３事業区分の変更に記載されているとおり、会社は、エンジ

ニアリング事業及びその他事業に属していた一部の会社の鉄鋼事業への移管並びに鉄鋼事業、エンジニアリング事

業及びエレクトロニクス・情報サービス事業に属していた一部の会社のその他事業への移管を行った。この変更は、

当中間連結会計期間に導入した社内カンパニー制に基づく新たな業務執行体制に対応して行われたものであり、正

当な理由に基づく変更と認めた。この変更によるセグメント情報に与える影響は、事業の種類別セグメント情報

(注)３事業区分の変更に記載のとおりである。 

 

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が住友金属工業株式会社及び連結子会社の平成14年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成13年12月14日

住友金属工業株式会社 

代表取締役社長 下 妻   博 殿 

 

監査法人 トーマツ  

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  阿  部  紘  武  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  土 井 良  延  英  ㊞

 

関与社員  公認会計士  柴  田  良  智  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友金属工業株式会社の平成13年４月１日から平成14年３月31日までの第79期事業年度の中間

会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥

当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわ

ち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実

施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用

されており、また、中間財務諸表の表示方法は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、当監査法人

は、上記の中間財務諸表が住友金属工業株式会社の平成13年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成13年４月１日から平成13年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 

特記事項 

注記事項(中間損益計算書関係)４に記載されているとおり、会社は、「変革と再生」実行プランのも

と、出向者全員を対象に出向先会社への移籍を推進しており、下半期においても特別退職金等の発生を

見込んでいる。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
(注) 上記は、当社（半期報告書提出会社）が提出した半期報告書に綴り込まれた前中間会計期間の中間監査報

告書に記載された事項を電子化したものであります。 
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中 間 監 査 報 告 書 
 

 

平成14年12月13日

住友金属工業株式会社 

代表取締役社長 下 妻   博 殿 

 

監査法人 トーマツ  

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  阿  部  紘  武  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  土 井 良  延  英  ㊞

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  柴  田  良  智  ㊞

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている住友金属工業株式会社の平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第80期事業年度の中間

会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間監査に当たり当監査法人は、一般に公正妥

当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわ

ち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実

施すべき監査手続の一部を省略した。 

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当

と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用

されており、また、中間財務諸表の表示方法は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則」(昭和52年大蔵省令第38号)の定めるところに準拠しているものと認められた。よって、当監査法人

は、上記の中間財務諸表が住友金属工業株式会社の平成14年９月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する中間会計期間(平成14年４月１日から平成14年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 
 
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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